
選 挙 に 関 す る 規 程 

（目的） 

第１条 本規程は、東京都公立高等学校ＰＴＡ連合会（以下、本会という）施行細則第

１３条に基づき、会長選挙に関する選挙管理委員会の運営に必要な事項を定め

ることを目的とする。 

（実務） 

第２条 選挙管理委員会は次の実務を行う。 

１．選挙の告示および再告示 

２．立候補届出書および所信表明書の受付、資格審査、追加募集 

３．選挙資料および選挙公報の送付 

４．投票および開票実務 

５．選挙資料の開示、選挙の異議申し立ての受付 

６．選挙の確定と選挙結果の開示発表 

７．その他、選挙管理に必要な事項 

（構成） 

第３条 選挙管理委員会は、各地区の単位ＰＴＡ会長から１名ずつ選出された選挙管理

委員によって構成する。 

２．会長選挙の立候補者、副会長、地区長、理事、評議員および監事は選挙管理委

員会の構成員にはなれない。 

（任期） 

第４条 選挙管理委員の任期は、原則として当該年度定期総会より次年度定期総会まで

とする。ただし補充された選挙管理委員の任期は前任者の残りの期間とする。

また、再任は妨げない。 

（委員長等の選任） 

第５条 選挙管理委員会は、委員の互選により委員長、副委員長、書記および会計各１

名を選出する。 

（選挙の告示） 

第６条 会長選挙は全地区より立候補者を募り、全体より会長１名を選出する。 

２．会長選挙はその選挙日の少なくとも５週間前に、選挙の日時、場所、立候補届

出期間、その他必要と認めた事項について告示する。告示方法は、本会のホー

ムページおよび当該年度加盟単位ＰＴＡを通じて、各単位ＰＴＡ会長およびＰ

ＴＡ会長ＯＢの立候補有資格者に通知するものとする。なお、連絡先不明ある

いは不在のため連絡が取れない場合はこの限りでない。 

（立候補資格および届出） 

第７条 立候補資格は当該年度加盟の単位ＰＴＡ会長および単位ＰＴＡ会長退任年度

を含めて３年以内の者（当該年度本会加盟校に限る、ただし閉校または閉課程

校についてはこの限りでない）とする。 

２．会長の立候補に際しては、３名以上５名以下の推薦人を必要とする。推薦人は

第９条に定められた選挙権者でなければならず、重複して他の立候補者の推薦

人になることはできない。 

３．会長に立候補する者は、受付期間の終了までに立候補届出書に所信表明書およ



び推薦書を添えて選挙管理委員会に郵送またはメール便、持参等により提出す

る。 

（資格審査、受付状況の開示、追加募集） 

第８条 選挙管理委員会は立候補の提出書類を確認し資格審査を行い、受領確認証を立

候補者に交付する。また、所属地区名、立候補者氏名、審査結果等の受付状況

について所定の方法でこれを開示する。 

２．資格審査では第７条を満たしていることを書面にて確認する。 

３．立候補者が複数名に満たない場合は、ホームページ等で少なくとも１週間の追

加受付期間を設け追加募集を行うことを通知する。追加の立候補者は第７条第

３項によって提出書類を選挙管理委員会に送付する。 

（選挙権者） 

第９条 会長選挙における選挙権者は、当該年度の加盟単位ＰＴＡ会長（または代理人）、

運営委員会構成員とする。 

（立候補者の公示および選挙公報の送付） 

第１０条 選挙管理委員会は立候補の最終受付締め切り後、第９条の選挙権者当該立候

補者に、立候補者の所属地区名、立候補者氏名、経歴、所信表明内容等を書面

にて通知する。 

（立候補辞退） 

第１１条 立候補を辞退しようとするときは、その旨を立候補辞退届出書により選挙管

理委員会に届出しなければならない。 

（立会演説会） 

第１２条 選挙投票日には立会演説会を開催し、候補者は口頭にて所信表明を行う。 

２．立会演説会では、推薦人による応援演説をすることができる。ただし、立候補

者１名につき応援演説者１名までとする。 

（投票） 

第１３条 投票は投票日当日定められた投票所において第９条に規定する選挙権者が

無記名によって行う。 

２．島嶼（しょ）地区は前項にかかわらずＦＡＸ等により選挙管理委員会宛への期

日前投票を行うことができる。 

３．第９条に規定する代理人は、選挙の行われる当該年度の単位ＰＴＡ会長と同一

ＰＴＡの会員とし、投票日当日選挙管理委員会に委任状の提出をもって代理人

とみなす。 

（当選） 

第１４条 第１３条の投票の結果有効投票の過半数を得た者を当選とする。 

２．会長の立候補者が１名の場合、信任投票を行い、過半数をもって当選とする。 

（決選投票および当選者の決定） 

第１５条 有効投票の過半数を得たものがいない場合は、上位２名による決選投票を行

い、上位の者を当選とする。 

２．決選投票において得票数が同数の場合は選挙管理委員会の定める抽選方法によ

り当選者を決定する。 

（再告示） 

第１６条 立候補者がいない場合、または第１４条第２項により会長立候補者が信任さ



れなかった場合は、選挙管理委員会は所定の手続きにより再告示を行う。 

（選挙資料の開示と異議申し立て） 

第１７条 選挙終了後、選挙に関わる資料は本会事務所にて開示する。選挙結果に対す

る当該選挙権者および当該立候補者の異議申し立ては選挙日から７日以内に

選挙管理委員会に行う。 

２．異議申し立て内容は、本規程に沿って適正に実施されたかに限るものとし、選

挙管理委員会は申し立て受領後、速やかに回答する。 

（選挙の確定および結果の開示） 

第１８条 選挙は第１７条の異議申し立て期間の終了日を持って確定し、選挙結果につ

いて速やかにこれを開示する。 

（不適格事由に伴う取り扱い） 

第１９条 当選者が選挙確定後の総会における報告までの期間に下記に該当する事由

により、職務遂行が困難または不適切であると選挙管理委員会が判断し、運営

委員会がこれを承認した場合、当該投票の次点者をもって当選者とする。 

２．次点者の得票数が有効投票数の５分の１以上を必要とし、これに満たない場合

は改めて選挙の告示を行い、所定の手続きにて選挙を行う。 

（判断事由例） 

① 本人の死亡 

② 本人からの辞退申し出 

③ 被選資格の喪失 

④ 長期療養を要する疾病 

⑤ 刑事罰等を受けた時 

付則 

・本会の会長は、委員長に対して会議に出席を求めることができる。 

・第１２条（立会演説会）及び１３条（投票）において、社会情勢の変化によりその開催

又は実行することが困難である場合は、電子投票又は別の方法を用いて実行することが

できることとする。ただし、本付則を行使する場合は、選挙公示日１週間前までに運営

委員会開催し、その議決権者総数、過半数の可決をもって実行することとする。 

 

本規程は、平成１０年１２月１３日より施行する。 

平成 １２年 ６月 ２４日 改正  同年 ６月 ２５日 施行 

平成 １６年 ４月 １７日 改正  同年 ４月 ２０日 施行 

平成 １９年 １２月 ６日 改正  同年 １２月 ７日 施行 

平成 ２０年 ２月 １日 改正  同年 ２月 ２日 施行 

平成 ２０年 ５月 １５日 改正  同年 ５月 １６日 施行 

平成 ２１年 ５月 ２１日 改正  同年 ５月 ２２日 施行 

平成 ２３年 １月 ２６日 改正  同年 １月 ２８日 施行 

平成 ２５年 ４月 １１日 改正  同年 ４月 １２日 施行 

平成 ２７年 １月 ２８日 改正  同年 １月 ２９日 施行 

令和 ３年 １月 １２日 改正  同年 １月 １３日 施行 

 


